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研究成果の概要（和文）：研究に用いる指標の有用性を検証するため、事前調査として、訪問リハビリテーショ
ン利用者を対象に6か月間のコホート研究を行った。その結果、国際生活機能分類の実行状況評価点は、訪問リ
ハ利用者の社会参加の変化を捉えることができ、有用であることが分かった。また、訪問リハ利用者は日常生活
活動、社会参加、生活空間のひろがりが有意に向上することが示された。次に、訪問リハの効果を検証するた
め、発症から1年未満の脳血管疾患者で訪問リハが導入されている「導入群」と、導入されていない「非導入
群」を対象に、12か月間の多重コホート研究を行った。その結果、訪問リハは日常生活活動の向上に効果的であ
る可能性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：We conducted a 6-month prospective cohort study in newly enrolled home-based
 rehabilitation users as the preliminary study. This study showed that the performance qualifiers of
 the International Classification of Impairments, Disabilities and Handicaps was able to measure 
changes in social participation of home-based rehabilitation users and basic activities of daily 
living (ADL), social participation and life space mobility have improved significantly. Next, the 
effect verification of the home-based rehabilitation was performed by using a prospective 
double-cohort study over one year in stroke patients at home within one year of stroke onset. This 
study compared home-based rehabilitation user group and non-user group. The result suggested that 
the home-based rehabilitation might be effective to improve independence in basic ADL. 

研究分野：リハビリテーション
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
国際生活機能分類の実行状況評価点を訪問リハ利用者の社会参加の評価に応用したのは我々が初である。本評価
方法は個人によって多様な訪問リハ利用者の社会参加に対応可能であるため、非常に有用な評価方法である。ま
た、訪問リハ「導入群」と「非導入群」とを比較した本研究は、訪問リハの効果検証の第一歩となる。これは、
訪問リハの質の向上と、高齢化社会を支える地域包括ケアのさらなる発展に繋がると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
訪問リハビリテーション（以下、訪問リハ）は、利用者の日常生活活動の自立向上や、屋外へ
生活空間を拡大して社会参加を促進し、その人らしい在宅生活の継続を支援するための在宅サ
ービスである。訪問リハの効果は、欧米では複数のランダム化比較試験（RCT）により検討され
ており、それらを統合したシステマティックレビューにより、発症から 1 年未満の脳血管疾患
後遺症者の日常生活活動の向上に影響を及ぼし得ると報告されている 1)。また、発症から 1年以
上の脳血管疾患でも利用者の日常生活活動と介護者へ影響を及ぼす可能性あると報告され 2)、利
用者の日常生活活動の向上に対しては効果があることが明らかになりつつある。 

 しかしながら、家事などの家庭生活や地域での社会生活など社会参加の促進に影響を及ぼし
ているのか、自室・自宅内から屋外へと生活空間のひろがりに効果が有るのかについてはほとん
ど検討されていない。介護を必要とする脳血管疾患後遺症者の社会参加の測定方法も確立して
いない。また、RCT による訪問リハの効果検証は欧米で行われた研究がほとんどで、制度の異
なるわが国にそのまま適用することは難しい。わが国では、訪問リハ利用者の日常生活活動また
は生活空間の向上に発症からの期間、認知機能障害、介護者の介護負担感等が関連することが報
告されているが 3)、RCT もしくは対照群を設けた効果検証は報告されておらず、生活機能（日
常生活可動、社会参加、生活空間のひろがり）への訪問リハの有効性は不明である。 
 
２．研究の目的 
（１）訪問リハ利用者の社会参加（家庭生活と社会生活）の変化を捉えることができる評価指標
を確認する。また、日常生活活動、社会参加、生活空間のひろがりにおける変化の詳細を明らか
にする。 
 
（２）訪問リハが脳血管疾患後遺症高齢者の生活機能へ及ぼす効果について、対照群を設けて検
証を行う。 
 
３．研究の方法 
（１）①研究デザイン：6か月間の多施設による前向きコホート研究を行った。 
②研究協力施設：茨城県内の訪問リハ事業所全 49施設に協力依頼し、17施設の協力を得た。 
③対象者：発症または受傷後 1年未満の訪問リハ利用者とした。年齢は問わず、進行性疾患、重
度認知症等を有する者は除外した。 
④社会参加の評価指標：国際生活機能分類（ICF）における活動と参加より「第 6章家庭生活」
と「第 9章コミュニティライフ・社会生活・市民生活（以下、社会生活）」の第 2レベルまでの
分類項目を調査項目とし、点数化は実行状況評価点を用いた 4)。すなわち、第 6章家庭生活から
6 項目、第 9 章コミュニティライフ・社会生活・市民生活から 5 項目の計 11 項目、各項目につ
いて評価点は下のとおり 0点から 4点の 5段階評価とした。 
困難なし：0点（常にまたはしばしば全面的な参加を実現している。人的介護の有無は問わない） 
軽度の困難 ：1点（時々または部分的な参加を実現している。人的介護を受けていない） 
中等度の困難：2点（時々または部分的な参加を実現している。人的介護を受けている） 
重度の困難 ：3点（時々または部分的な参加を実現している。全面的に人的介護を受けている） 
完全な困難 ：4点（禁止の場合を含む） 
以上より、家庭生活 0～24 点、社会生活 0～20 点、合計 0～44 点、低得点ほど活発な参加を表
す。 
⑤その他の評価指標：日常生活活動の自立度として Functional Independence Measure(FIM)、
生活空間のひろがりとして Life-space Assessment(LSA)を用いた。 
 
（２）①研究デザイン：当初、施設ごとの無作為化比較対照試験を計画したが、協力施設を確保
することが困難であったため、12 か月間の多施設による多重前向きコホート研究を行った。調
査時点は、ベースライン、3か月、6か月、12 か月後とした。 
②研究協力施設：介護サービス情報公表システムより同法人内に訪問リハまたは訪問看護Ⅰ
5および他の在宅サービス(訪問看護、訪問介護、通所介護のうち 1つ以上)を提供している
全国1046施設の管理者へ郵送で依頼し、62施設より承諾を得た。各施設で対象者を募集し、
最終的に 34 施設の協力を得た。 
③対象者：発症 1 年未満の初発脳血管疾患後遺症者で 65 歳以上、訪問リハが導入されてい
る者(導入群)と、訪問リハが導入されていない者(非導入群)とした。進行性疾患、重度認知
症等を有する者、通所リハ利用者は除外した。 
④評価指標：日常生活活動は FIM、社会参加は ICF の実行状況評価点（家庭生活と社会生活、
合計 0～44点、低得点ほど活発な参加）、生活空間のひろがりは LSA を用いた。 
 
 
 



４．研究成果 
（１）ベースラインは 70名、6か月調査まで完遂した 47 名のデータを得た。47 名の年齢は 76.7
±11.1 歳、男性 57.4％、主疾患は脳血管疾患 29.8％、骨関節疾患 23.4％であった。 
社会参加（家庭生活と社会生活）のうち、社会生活においてベースラインから 3か月後および
6 か月後に有意な向上が示された（一元配置分散分析 p=0.006）。項目別では「コミュニティラ
イフ」「レクリエーションとレジャー」「宗教とスピリチュアリティ」において有意に向上してい
た（図 1）。ICF の実行状況評価点を用いることにより、社会参加の変化を捉えることができ、指
標として使用できる可能性が示唆された。今後、評価の妥当性、信頼性の検討が必要である。 
日常生活活動（FIM 合計）の 6か月間の変化は、更衣（下）（p=0.044）、トイレ動作（p=0.007）、
トイレ移乗（p=0.046）、浴槽・シャワー移乗（p=0.021）、歩行・車いす移動（p=0.001）におい
て自立度の向上が示された。生活空間（LSA）は、玄関外・庭および自宅近隣への移動頻度の増
加が示された（図２）。これらに対して訪問リハが影響を及ぼしている可能性が考えられた。 
 
（２）ベースラインは訪問リハ導入群 44名、非導入群 5名であり、12 か月調査まで完遂した導
入群 19 名（75.8±7.3 歳）、非導入群 3名（79.0±3.0 歳）を分析した。導入群の訪問リハ実施
回数は週 2回以上者 10名 53％であった。非導入群は全員が通所介護の個別機能訓練（理学療法
士）を利用していた。12 か月間の変化は、導入群は日常生活活動が有意に向上し（94.6±25.6
→100.3±25.1, ＋5.7）、社会参加も有意に改善した（34.2±8.1→28.7±12.1, －5.5）。生活空
間は拡大の傾向が示された（35.3±22.9→41.9±29.8, ＋6.6）。非導入群は日常生活活動（＋
1.4）、社会参加（－12.3）、生活空間（＋14.3）のいずれも向上の傾向にあった（図３）。 
導入群を移動方法により歩行群（14 名）と車いす群（5名）とに分けて分析したところ、日常
生活活動の向上は、歩行群は短期間（3か月）で、車いす群は長期間（6か月）を要した。社会
参加および生活空間は、歩行群で改善があり、車いす群では改善は示されなかった。 
 非導入群は通所介護で理学療法士の関与があり、また極めて少人数であったため研究目的に
沿った対照群にはならなかった。しかしながら、訪問リハは生活機能の向上、特に日常生活活動
の自立、に対して効果が有る可能性が示された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図１ 社会生活各項目の得点変化(低得点ほど活発な参加)         図２ 生活空間各レベルの得点変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図３ 日常生活活動、社会参加、生活空間のひろがりにおける 12か月間の変化 
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